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� 優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・インフラの普及や緩和活動の実

施を加速し、途上国の持続可能な開発に貢献。

� 日本からの温室効果ガス排出削減・吸収への貢献を、測定・報告・検証（MRV）

方法論を適用し、定量的に適切に評価し、日本の排出削減目標の達成に活用。

� CDMを補完し、地球規模での温室効果ガス排出削減・吸収行動を促進すること

により、国連気候変動枠組条約の究極的な目的の達成に貢献。

1

日本日本日本日本
ホスト国ホスト国ホスト国ホスト国

優れた低炭素技術等の普及や

緩和活動の実施

MRV

JCM

プロジェクト
プロジェクトプロジェクト
プロジェクト

温室効果ガスの排出
温室効果ガスの排出温室効果ガスの排出
温室効果ガスの排出

削減・吸収量
削減・吸収量削減・吸収量
削減・吸収量

合同委員会で

MRV方法論を策定

日本の削減目標
日本の削減目標日本の削減目標
日本の削減目標

達成に活用
達成に活用達成に活用
達成に活用

クレジット

JCMの基本概念



①
①①
①

②
②②
②

③
③③
③

④
④④
④

⑤
⑤⑤
⑤

⑥
⑥⑥
⑥

⑦
⑦⑦
⑦

⑧
⑧⑧
⑧

⑨
⑨⑨
⑨

⑩
⑩⑩
⑩

①モンゴル

2013年1月8日

（Ulaanbaatar）

②バングラデシュ

2013年3月19日

(Dhaka)

③エチオピア

2013年5月27日

(Addis  Ababa)

④ケニア

2013年6月12日

(Nairobi)

⑤モルディブ

2013年6月29日

(Okinawa)

⑥ベトナム

2013 年7月2日

(Hanoi)

⑦ラオス

2013年8月7日

(Vientiane)

⑧インドネシア

2013年8月26日

(Jakarta)

⑨コスタリカ

2013年12月9日

（Tokyo）

⑩パラオ

2014年1月13日

(Ngerulmud)

� COP19で「攻めの地球温暖化外交戦略」を表明。3年間でJCM署名国を倍増し、16カ国を目指す。

� COP19以降、新たに2カ国が署名（コスタリカ、パラオ）し、合計10カ国に。
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二国間文書に署名済みの国
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ワルシャワでの気候変動枠組条約第19回締約国会合（COP19）
においてJCM署名国会合（JCM Partners Roundtable）

～Actions for Cool Earth～を開催

2013年11月21日

COPCOPCOPCOPにおけるＪＣＭ署名国会合におけるＪＣＭ署名国会合におけるＪＣＭ署名国会合におけるＪＣＭ署名国会合



2013年9月18日（ハノイ）
各種ガイドライン類について議論を実施した。また、合同委員

会に先立ち、ハー天然資源環境副大臣と鈴木在ベトナム日本

国大使館公使との間で、実施規則及び合同委員会運営規則を
採択するための署名式が行われた。

日・ベトナム日・ベトナム日・ベトナム日・ベトナム JCMJCMJCMJCM第第第第1111回合同委員会回合同委員会回合同委員会回合同委員会

署名式の様子 第1回合同委員会の様子
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2014年2月17日（東京）
ベトナムよりハー天然資源環境副大臣をはじめ合同委員会メン

バーが来日し、東京にて開催。各種ガイドライン類を採択するとと

もに、具体的なプロジェクトの実現をめざし、パイロット的に運用し
ていくこととなった。

日・ベトナム日・ベトナム日・ベトナム日・ベトナム JCMJCMJCMJCM第第第第2222回合同委員会回合同委員会回合同委員会回合同委員会

第2回合同委員会の様子
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結果：
結果：結果：
結果：COP決定文書は採択されず

決定文書は採択されず決定文書は採択されず
決定文書は採択されず

経緯：緩和行動の費用対効果を高め、また、促進するための取組（市場を活用するも

のも活用しないものも含む）について、３つの議題の下で決定文書の交渉を行っ

たが、いずれも合意に至らず、次回補助機関会合（2014年6月）で継続検討する

こととなった。

議論の構造：以下の３つの議題について交渉が行われた。

①様々
様々様々
様々な取組のための

な取組のためのな取組のための
な取組のための枠組み（

枠組み（枠組み（
枠組み（ＦＶＡ

ＦＶＡＦＶＡ
ＦＶＡ）

））
）：各国が個別に又は共同して実施する市場

メカニズムの取組（例：ＪＣＭ等のクレジット制度や国際リンクする排出量取引

制度）等について、ダブルカウント防止のための調整等を行う枠組み作り

②新市場メカニズム
新市場メカニズム新市場メカニズム
新市場メカニズム：国連が管理する新たな制度のルール作り

③非市場メカニズム
非市場メカニズム非市場メカニズム
非市場メカニズム：市場メカニズム以外の制度の検討

ＦＶＡによる情報共有の有用性は広く支持されるも、ダブルカウント防止のための調

整等については一部の途上国が反対。市場メカニズムそのものに否定的な国も存在。

（参考）二国間クレジット制度（ＪＣＭ）との関係
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市場の活用を含む様々な取組を、個別に又は共同で開発、実
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施することを認識する施することを認識する
施することを認識する」と明記されており、我が国は「様々な取組」の一つとしてＪＣＭを実施して

」と明記されており、我が国は「様々な取組」の一つとしてＪＣＭを実施して」と明記されており、我が国は「様々な取組」の一つとしてＪＣＭを実施して
」と明記されており、我が国は「様々な取組」の一つとしてＪＣＭを実施して
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COP19の成果：市場メカニズム



新メカ情報プラットフォーム
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http://www.mmechanisms.org/index.html



モンゴル：
モンゴル：モンゴル：
モンゴル：

●高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設
●高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設●高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設
●高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設

冬季の暖房用温水の供給に利用する旧式の低効率石炭焚き

ボイラ（
HOB

）を、高効率ボイラに更新又は新規に導入する。そ

の際、既存の
HOB

が建物個別供給型であるものを、高効率

HOB
を集約的に導入し、集約的に温水（熱）供給することも想定

する。
HOB

による暖房用熱供給を効率化し、石炭消費量を削減

する。

インドネシア：
インドネシア：インドネシア：
インドネシア：

●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（
●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（
●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（

Batang
市）
市）市）
市）

製品品質管理のための空調（冷房）のための冷凍機として、高効率の圧縮機

とエコノマイザーサイクルを採用した新型省エネ冷凍機を導入し、省エネを推進

する。

●
●●
●コンビニエンスストア省エネ
コンビニエンスストア省エネコンビニエンスストア省エネ
コンビニエンスストア省エネ

インドネシアのコンビニエンスストアにおいて、冷蔵冷凍・空調・照明に、それぞ

れ自然冷媒（
CO2

冷媒）を採用した高効率冷凍機、インバータ式空調機器、及

び
LED
照明を導入する。 また、太陽光発電システムを導入する。

●
●●
●コールドチェーンへの高効率冷却装置導入
コールドチェーンへの高効率冷却装置導入コールドチェーンへの高効率冷却装置導入
コールドチェーンへの高効率冷却装置導入

インドネシアの食品冷凍・冷蔵倉庫業に、自然冷媒（
NH3

・
CO2

の二元冷媒）

を採用した高効率冷却装置を導入する。

●
●●
●飲料製造工場における冷温同時取出し型ヒートポンプ導入による省エネルギー
飲料製造工場における冷温同時取出し型ヒートポンプ導入による省エネルギー飲料製造工場における冷温同時取出し型ヒートポンプ導入による省エネルギー
飲料製造工場における冷温同時取出し型ヒートポンプ導入による省エネルギー

冷温同時取出しヒートポンプからの温熱及び冷熱を同時に供給することで、全

体としての効率化を図り、
GHG

排出量を削減する。

●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー
●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー
●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（西ジャワ州・バンテン州）

削減（西ジャワ州・バンテン州）削減（西ジャワ州・バンテン州）
削減（西ジャワ州・バンテン州）

製品品質管理のための空調（冷房）のための冷凍機として、高効率の圧縮機

とエコノマイザーサイクルを採用した新型省エネ冷凍機を導入し、省エネを推進

する。

ベトナム：
ベトナム：ベトナム：
ベトナム：

●ビール工場における総合的省エネルギー設備
●ビール工場における総合的省エネルギー設備●ビール工場における総合的省エネルギー設備
●ビール工場における総合的省エネルギー設備

エネルギー多消費型のビール製造プロセスを対

象として、エネルギー構造解析シミュレーションを利

用して、省エネポテンシャルを特定した上で、特定

された複数の工程に高性能の省エネ・再エネ機器

を導入する。工場全体でのエネルギー消費量を削

減する。

●水産加工分野への高効率
●水産加工分野への高効率●水産加工分野への高効率
●水産加工分野への高効率NH3ヒートポンプ導入

ヒートポンプ導入ヒートポンプ導入
ヒートポンプ導入

アンモニア（NH3）を利用した高温ヒートポンプ・熱
交換器を組み合わせた、高効率な省エネ型温熱供

給パッケージを導入し、省エネを実現する。

バングラデシュ：
バングラデシュ：バングラデシュ：
バングラデシュ：

●無焼成固化技術を使ったレンガの製造
●無焼成固化技術を使ったレンガの製造●無焼成固化技術を使ったレンガの製造
●無焼成固化技術を使ったレンガの製造

焼成段階で石炭を利用する既存のレンガ

製造工程に代えて、産業廃棄物等を主原料

とし、接着剤と加圧による「無焼成固化技

術」を利用した工程を導入する。

カンボジア：
カンボジア：カンボジア：
カンボジア：

●スターリングエンジンを用いた小規模バイオマス発電
●スターリングエンジンを用いた小規模バイオマス発電●スターリングエンジンを用いた小規模バイオマス発電
●スターリングエンジンを用いた小規模バイオマス発電

小型バイオマス（籾殻）発電用のスターリングエンジンを利用した直接燃焼

発電システムを導入し、精米工場でのディーゼル自家発電を代替し、CO2
排出量を削減する。スターリングエンジンは外燃機関であり、籾殻等バイオ

マス利用に適しており、また小規模ユニットを複数台導入することで、様々な

発電容量ニーズに対応できる。
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モンゴル
モンゴルモンゴル
モンゴル:
◆
◆◆
◆

10MW
級太陽光発電所
級太陽光発電所級太陽光発電所
級太陽光発電所 及び

及び及び
及び 屋上太陽光発電システム

屋上太陽光発電システム屋上太陽光発電システム
屋上太陽光発電システム

◆高効率型熱供給ボイラの導入による熱供給システムの集約化
◆高効率型熱供給ボイラの導入による熱供給システムの集約化◆高効率型熱供給ボイラの導入による熱供給システムの集約化
◆高効率型熱供給ボイラの導入による熱供給システムの集約化

◇
◇◇
◇

10MW
スケールの太陽光発電施設の導入によるエネルギー供給
スケールの太陽光発電施設の導入によるエネルギー供給スケールの太陽光発電施設の導入によるエネルギー供給
スケールの太陽光発電施設の導入によるエネルギー供給

の安定化
の安定化の安定化
の安定化

◇セメント工場における省エネルギー
◇セメント工場における省エネルギー◇セメント工場における省エネルギー
◇セメント工場における省エネルギー

◇石炭火力発電所における保温施工及び復水器洗浄の効率改善
◇石炭火力発電所における保温施工及び復水器洗浄の効率改善◇石炭火力発電所における保温施工及び復水器洗浄の効率改善
◇石炭火力発電所における保温施工及び復水器洗浄の効率改善

スリランカ
スリランカスリランカ
スリランカ:
◇
◇◇
◇持続可能なバイオマス
持続可能なバイオマス持続可能なバイオマス
持続可能なバイオマス

利用による小規模発電
利用による小規模発電利用による小規模発電
利用による小規模発電

タイ
タイタイ
タイ:
◆高効率エアコン普及プログラム
◆高効率エアコン普及プログラム◆高効率エアコン普及プログラム
◆高効率エアコン普及プログラム

◇冷温同時取出ヒートポンプシステムの導入
◇冷温同時取出ヒートポンプシステムの導入◇冷温同時取出ヒートポンプシステムの導入
◇冷温同時取出ヒートポンプシステムの導入

インドネシア
インドネシアインドネシア
インドネシア:
◆
◆◆
◆高効率冷凍機システムの導入による省エネルギー
高効率冷凍機システムの導入による省エネルギー高効率冷凍機システムの導入による省エネルギー
高効率冷凍機システムの導入による省エネルギー

◆
◆◆
◆セメント工場
セメント工場セメント工場
セメント工場に

にに
における廃熱利用発電
おける廃熱利用発電おける廃熱利用発電
おける廃熱利用発電

◆
◆◆
◆自動車部品工場におけるアルミ溶解炉へのリジェネバーナ導入
自動車部品工場におけるアルミ溶解炉へのリジェネバーナ導入自動車部品工場におけるアルミ溶解炉へのリジェネバーナ導入
自動車部品工場におけるアルミ溶解炉へのリジェネバーナ導入

◇天然ゴム製造工程の排水処理における嫌気処理の導入
◇天然ゴム製造工程の排水処理における嫌気処理の導入◇天然ゴム製造工程の排水処理における嫌気処理の導入
◇天然ゴム製造工程の排水処理における嫌気処理の導入

◇無電化地域の携帯通信基地局への太陽光発電システムの導入
◇無電化地域の携帯通信基地局への太陽光発電システムの導入◇無電化地域の携帯通信基地局への太陽光発電システムの導入
◇無電化地域の携帯通信基地局への太陽光発電システムの導入

◇情報通信技術を活用した
◇情報通信技術を活用した◇情報通信技術を活用した
◇情報通信技術を活用した

REDD+
事業実施の効率化
事業実施の効率化事業実施の効率化
事業実施の効率化

インドネシア（＆ミャンマー）
インドネシア（＆ミャンマー）インドネシア（＆ミャンマー）
インドネシア（＆ミャンマー）

:
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシステムの
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシステムの◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシステムの
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシステムの導入

導入導入
導入

ミャンマー
ミャンマーミャンマー
ミャンマー:
◇バイナリー地熱発電
◇バイナリー地熱発電◇バイナリー地熱発電
◇バイナリー地熱発電

ミャンマー（＆インドネシア）
ミャンマー（＆インドネシア）ミャンマー（＆インドネシア）
ミャンマー（＆インドネシア）

:
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシ
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシ◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシ
◇太陽光・ディーゼルハイブリッドシ

ステムの
ステムのステムの
ステムの導入

導入導入
導入

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

◆
◆◆
◆-- JCM実証案件組成調査（

実証案件組成調査（実証案件組成調査（
実証案件組成調査（PS）

））
）

◆
◆◆
◆-- JCM方法論実証調査（

方法論実証調査（方法論実証調査（
方法論実証調査（DS）

））
）

◇
◇◇
◇-- JCM実現可能性調査

実現可能性調査実現可能性調査
実現可能性調査（

（（
（FS）
））
）

ベトナム：
ベトナム：ベトナム：
ベトナム：

◆卸売市場における有機廃棄物メタン発酵及びコジェネレーション
◆卸売市場における有機廃棄物メタン発酵及びコジェネレーション◆卸売市場における有機廃棄物メタン発酵及びコジェネレーション
◆卸売市場における有機廃棄物メタン発酵及びコジェネレーション

◆ビール工場における総合的エネルギー消費削減
◆ビール工場における総合的エネルギー消費削減◆ビール工場における総合的エネルギー消費削減
◆ビール工場における総合的エネルギー消費削減

◆ガラス製造工場における溶融炉の省エネルギー
◆ガラス製造工場における溶融炉の省エネルギー◆ガラス製造工場における溶融炉の省エネルギー
◆ガラス製造工場における溶融炉の省エネルギー

◇民間商業施設と連携したパークアンドライドとエコポイントシステ
◇民間商業施設と連携したパークアンドライドとエコポイントシステ◇民間商業施設と連携したパークアンドライドとエコポイントシステ
◇民間商業施設と連携したパークアンドライドとエコポイントシステ

ムによる
ムによるムによる
ムによる公共

公共公共
公共交通利用の促進

交通利用の促進交通利用の促進
交通利用の促進

◇
◇◇
◇民生部門向け省エネガラスの導入
民生部門向け省エネガラスの導入民生部門向け省エネガラスの導入
民生部門向け省エネガラスの導入

◇
◇◇
◇森林管理支援と生計向上により
森林管理支援と生計向上により森林管理支援と生計向上により
森林管理支援と生計向上によりREDD+

REDD+REDD+
REDD+と小規模バイオマス発電

と小規模バイオマス発電と小規模バイオマス発電
と小規模バイオマス発電

バングラディシュ
バングラディシュバングラディシュ
バングラディシュ:

◇精米工場における籾殻利用コジェネ
◇精米工場における籾殻利用コジェネ◇精米工場における籾殻利用コジェネ
◇精米工場における籾殻利用コジェネ

レーション
レーションレーション
レーションの導入

の導入の導入
の導入による加工工程の改善

による加工工程の改善による加工工程の改善
による加工工程の改善

◇太陽光発電と長寿命蓄電池システムに
◇太陽光発電と長寿命蓄電池システムに◇太陽光発電と長寿命蓄電池システムに
◇太陽光発電と長寿命蓄電池システムに

よる無電化
よる無電化よる無電化
よる無電化地域の電化

地域の電化地域の電化
地域の電化

ラオス
ラオスラオス
ラオス:

◆電気自動車の利用促進
◆電気自動車の利用促進◆電気自動車の利用促進
◆電気自動車の利用促進

ケニア
ケニアケニア
ケニア:                                                 

◇
◇◇
◇地熱発電事業
地熱発電事業地熱発電事業
地熱発電事業

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●
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2013年度JCM実証案件組成/方法論実証調査



環境省環境省2626年度年度 JCMJCM関係事業関係事業

案件組成

事業化

事業実施

クレジット獲得

Ｆ

Ｓ

支

援

事

業

JCM大規模案件形成事業 （16億円）

JCM制度構築・実施等事業 （20億円）

設備補助事業 （12億円）

JCM事業の流れ 事業

補

助

事

業

（新）一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援

(基金)（42億円）

（新）一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援

(ADB拠出金）（18億円）

• 案件規模（数千万～数億/件）

• インフラ（PPP事業、JICA海外投融資案件との連携）

• インフラ（ADBパイプラインプロジェクト）

10

基金設置：6月

運用開始：4月

設備補助

事業公募：4 or 5月

事業公募：3月

FS事業公募

：4 or 5月

[予 定]


